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１．はじめに

　平成 24年度より平成 20年度改定中学校学習指導要領 1）に準拠した文部科学省検定済教科書（以
下，教科書）が採択され，中学校技術・家庭技術分野（以下，技術科）の教科書は従来の 2社に新
たに 1社が加わり，3社から出版されている。
　現行の学習指導要領では，従来選択項目であった内容が必修化され，ガイダンス的な内容を第１
学年に履修させるなど，学習内容が大きく再編されている。その一方で，技術・家庭科の授業時間
数の変更がないため，実践的・体験的な学習活動を系統的に実施することは極めて困難であること
が指摘され 2），教師は指導上で一層の創意工夫が要求される。
　こうした背景の中，指導の工夫の一つとしてこれまで以上に教科書を有効利用する方法を模索す
る必要があると考えられる。教科書は児童生徒が共通して使用する主たる教材であり，学校はもと
より家庭での学習においても重要な役割を果たしている。文部科学省は，教科書の利用が，教育の
機会均等を保障し，児童生徒が基礎的・基本的な知識・技能を確実に身に付け，それらを活用して
課題を解決するために必要な思考力・判断力・表現力等をはぐくむことに大いに資するものである
としている 3）。
　従って，教科書ごとに記述内容を質的・量的に分析し，その特徴を明らかにすることは，教師が
学習指導を行う際の一助となり，有意義であると考える。
　技術科教科書を分析した先行研究は，推移確率により情報活用能力の関連構造を明らかにしたも
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の 4）や，情報モラルに関する記述方法等の特性を分析し，内容の取扱いの特徴を明らかにしたも
の 5）が報告されている。さらに，現行の学習指導要領で必修化された「生物育成」と以前からの「栽
培」との教科書記述を比較したもの 6）や文の長さ，各種文字の含有率，語彙・漢字の難易度など
の観点から分析したもの 7）8）などが挙げられる。上記の研究成果から技術科教科書の特徴を解明す
るための示唆が得られている。しかし，単語の出現頻度から指導事項間や指導事項中の単語の関連
を分析したものは見当たらない。
　中学校学習指導要領解説，技術家庭編 9）では，各指導事項を関連させて指導することを促して
いる。例えば，「D情報に関する技術」（1）の指導事項ウでは，「情報通信ネットワーク上のルー
ルやマナー，法律等で禁止されている事項に加えて，D（1）のアの情報のディジタル化や，D（1）
のイの情報通信ネットワークの学習と関連させて，情報通信ネットワークにおいて知的財産を保護
する必要性を知ることができるようにする」と記述されている。そのため，指導事項間の関連構造
を調査することは必要であると思われる。
　指導事項の関連を調べる際に，教科書内の 1つ 1つの文章を見ていき内容を把握することも求
められるが，同じ単語が教科書に複数回出てくることも多い。そのため，単語の出現頻度から指導
事項間や指導事項中の単語の関連を見ていくことも教科書の特徴を捉えるために重要である。単語
の出現頻度に基づいた分析を行うことで指導事項間の類似性（相違性）を検証することや指導事項
内で使用されている単語の関連が分析できれば，学習指導の一助になると考えられる。
　そこで，本研究では単語の出現頻度に基づいて技術科教科書の記述内容を分析・比較することを
目的とする。具体的には，平成 24年度用技術科教科書の「D情報に関する技術」を調査対象とし，
指導事項間の関連構造をクラスター分析によって明らかにするとともに，後述する自己組織化マッ
プ（Self-organizing maps，以下 SOM）10）を用いて指導事項中の単語間の関連を分析する。

２．研究方法

2.1　教科書の分析対象
　平成 24年度用技術科教科書（A社 11），B社 12），C社 13））において，「D情報に関する技術」（1）
に該当する箇所（表 1）の単語を抽出し，分析対象とした。教科書の分析対象ページ数と総ページ
数を表 2に示す。本研究では，教科書の本文だけではなく図表に使用されている単語も抽出の対象
とした。

2.2　単語の抽出方法
　クラスター分析や SOMの生成を行うために，教科書の本文をテキストファイル化した。分析箇
所の抽出例を図 1に示す。図 1のようなページでは，四角で囲んだ部分を分析の対象とした。
　次に，テキストファイル化したデータから形態素解析フリ－ソフト「茶筅」14）を用いて，全て
の単語とその品詞を抽出した。
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2.3　不要単語の削除
　教科書に使用されている単語数は多く，全ての単語（特に，「れる」，「ある」などの意味をもた
ないもの）を含めると分析後の考察が困難になるため，単語の削除を行った。ここでは，単語の関
連を検討する時に用語として意味があると考えられる名詞，形容詞，動詞（形式動詞は除く）を残し，
それ以外は削除した。なお，指導要領解説の「D情報に関する技術」（1） 15）（以下，指導要領解説）
に記述される単語以外や，各教科書で単語の出現頻度が 1回のものは基本的に除外した。これらの
作業は，4名（大学教員 1名と教育学部技術選修の大学生 3名）により行った。表 3に単語の削除
前・後の例を，表 4に各教科書会社の削除前・後の単語数と分析単語（不要単語を削除した単語を
分析単語とする）の割合を示す。表 4より，A社では 495，B社では 270，C社では 269の分析単
語を選定した。
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2.4　方法
　まず，各指導事項の関連を把握する。そのため，A社では 495，B社では 270，C社では 269の
分析単語が「D情報に関する技術」（1）指導事項「ア」，「イ」，「ウ」，「エ」に該当するページで何
回出現したかを集計した。そして，教科書会社ごとに分析単語の出現数を指標（変数）として４つ
の指導事項（「ア」，「イ」，「ウ」，「エ」）の関連を階層的手法を用いたウォード法によるクラスター
分析により分類した。具体的には，教科書会社ごとに，4つ指導事項×分析単語のマトリックス
を作成し（A社では 4×495，B社では 4×270，C社では 4×269），分析単語の出現数に基づいて
デンドログラムを作成した。
　次に，単語間の関連を検討する。単語の関連を分析する有効な方法として SOMによる研究が報
告されている 16）17）。SOMは，ニューラルネットワークの 1つと考えられ，従来の多変量解析によ
る分類よりも優れているという指摘がある 18）。松原は SOMを応用し，単語の関連から理科教科書
の内容全体の構造を分析できることを明らかにしている 19）。SOMは，多くのデータから視覚的に
わかりやすくマップを作り，座標の距離によって関連性の強さを示しているものであり，技術科教
科書の分析においても有益な示唆が得られると思われる。
　そこで，「D情報に関する技術」（1）指導事項「ア」，「イ」，「ウ」，「エ」に該当する箇所で，
1文章あたりの分析単語の出現頻度を変数とし，SOMによる分析を行った。なお，分析には
MSOM17）18）を使用した。
　SOM上の全ての単語について考察を行うことは困難であるため，今回は指導事項ごとに１つの
単語に注目した（以下，注目単語）。指導事項「ア」では「ディジタル」，「イ」では「ウイルス」，
「ウ」では「著作」，「エ」では「活用」とした。これらの単語は，指導要領解説の記載内容を参考
にし，各指導事項に関連したものを筆者らが決定した。

３．クラスター分析の結果と考察

3.1　Ａ社の分析結果
　A社のクラスター分析結果を図 2に示す。第 1クラスターは，「ア」と「イ」が結合しているも
のである。第 2クラスターは，第 1クラスターに「ウ」が結合し，第 3クラスターは，第 2クラ
スターに「エ」が結合する形になっている。
　したがって，「ア」は単語の種類と出現頻度が「イ」とは非常に，「ウ」とはやや類似しているこ
とが明らかになった。指導要領解説において，「ウ」の学習では，「ア」の情報のディジタル化や，「イ」
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の情報通信ネットワークの学習と関連させて，情報通信ネットワーク上において知的財産を保護す
る必要性を知らせることが記載されている。さらに，「イ」の学習では，情報通信ネットワークの
仕組みの観点から，情報セキュリティの確保のために対策・対応がとれるよう，「ウ」と関連させ
て指導することが述べられている。A社の指導事項で「ア」，「イ」，「ウ」の関連が近くなったのは，
このような背景があるのではないかと思われる。
　一方，「エ」は他の指導事項と離れており，情報に関する技術の適切な評価・活用の内容で使用
される単語の種類や出現頻度は，他と異なることが示された。「エ」の評価・活用は現行の学習指
導要領から技術分野の目標に位置づけられており，他の指導事項と関連付けて十分な学習指導を行
う必要がある。そのため，A社の教科書では「エ」を学習する際に，「ア」，「イ」，「ウ」の学習内
容を想起させて指導を行うとより効果的であることが示唆された。

3.2　Ｂ社の分析結果
　B社のクラスター分析の結果を図 3に示す。第 1クラスターは，「イ」と「エ」が結合している
ものである。第 2クラスターは，第 1クラスターに「ア」が結合し，第 3クラスターは，第 2ク
ラスターに「ウ」が結合する形になっている。
　したがって，「イ」の単語の種類と出現頻度は「エ」とは非常に，「ア」とはやや類似しているこ
とが明らかになった。指導要領解説において，「エ」の学習では，省資源・省エネルギーの視点か
ら「イ」の情報通信ネットワークを利用する利点を検討することが記載されている。さらに，「ア」
の学習ではディジタル化する必要性について指導するため「イ」と関連させることが述べられてい
る。このことから，B社では指導事項「ア」，「イ」，「エ」の関連が表出したと思われる。
　一方，「ウ」は他の指導事項と距離があることから，著作権や情報モラルの内容で使用される単語
の種類や出現頻度は，他と異なると推察される。しかし，指導要領解説では「イ」と「ウ」を関連
させて指導する必要が指摘されており，さらに評価・活用の「エ」とも関連させることも重要である。
そのため，指導の際はこれらを意図的に関連させるよう指導を行うと有効であると考えられる。

3.3　Ｃ社の分析結果
　C社のクラスター分析の結果を図 4に示す。第 1クラスターは，「ウ」と「エ」が結合しているも
のである。第 2クラスターは，第 1クラスターに「ア」が結合し，第 3クラスターは，第 2クラスター
に「イ」が結合する形になっている。第 2クラスターの距離インデックスが他の 2社と比較して高
い点が指摘できる。
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　したがって，指導事項「ウ」と「エ」は単語の種類と出現頻度が非常に類似しているが
「ア」，「イ」とは関連が低いことが示された。このことから，「知ること」が目標である
「ア」， 「イ」と「考えること」が目標である「ウ」，「エ」の学習内容で使用されている単語の組み
合わせは異なる特徴をもつことが考えられる。また，C社では情報モラルと技術の適切な評価・活
用を強く関連付ける単語構成になっていることが示唆された。
　このことから， C社の教科書を使用して「ウ」と「エ」の学習指導を行う際は，必要に応じ
て「ア」，「イ」の内容を想起させた指導が効果的であることが示唆された。

４．自己組織化マップの結果と考察

　A社の自己組織化マップを図 5に示す。単語数が多くマップ上で見づらい個所があるため，特に
注目単語付近のマップを図の下に拡大した。紙面の都合上，B社，C社は注目単語付近の拡大図をそ
れぞれ図 6，図 7に示す。なお，注目単語とその付近の単語は筆者らで協議し，関連が見られる範囲
を抽出した。そのため，必ずしも注目単語がマスの中心にはなっていない。図 5（A社）の「活用」
周辺では，「活用」がマスの１番上に配置されたため，注目単語がマスの中心ではなく端に位置して
いる。図 6（B社）の「ウィルス」周辺，「著作」周辺も同様の理由により注目単語が端に配置さ
れた。3社の自己組織化マップをもとに注目単語と関連のある単語を抽出したものを表 5に示す。な
お，図 5～図 7中の「0」はそこにどの単語も配置されなかったことを意味する。

4.1　「ディジタル」について
　A社では，「ディジタル」の近くに「画像」，「文字」，「アナログ」などの単語が配置された。
これは，ディジタルとアナログの関連である。また，アナログの説明では，電圧や温度などの変化
を例にしているためこのような配置が見られた。
　B社では，「ディジタル」の近くに「画像」，「数字」，「少ない」などの単語が配置された。これは，
ディジタル化とその利点の関連である。教科書では画像などのデータをディジタル化することによ
り情報量を減らせることを示している。
　C社では，「ディジタル」の近くに「数値」，「波」，「音」などの単語が配置された。これは，ディ
ジタル化とその特性の関連である。
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　「ディジタル」では，3社ともアナログとディジタルの違いを具体的に説明するための単語が近く
に配置される結果となった。

4.2　「ウイルス」について
　A社では，「ウイルス」の近くに「最新」，「ソフトウェア」，「対策」などの単語が配置された。
これは，ウイルスと感染防止に必要な単語の関連である。
　B社では，「ウイルス」の近くに「被害」，「対策」，「フィルタリング」などの単語が配置された。
これも，Ａ社と同様にウイルスと感染防止に必要な単語の関連である。
　C社では，「ウイルス」の近くに「異常」，「悪意」，「盗む」などの単語が配置された。これは，ウ
イルスに感染した時の症状を示す単語の関連である。

4.3　「著作」について
　A社では，「著作」の近くに「了解」，「使用」，「得る」などの単語が配置された。これは，著作と
著作物を使用する際の単語の関連である。
　B社では，「著作」の近くに「権利」，「知的」，「財産」，「産業」，「発明」などの単語が配置された。
これは，著作と発明品などの著作権の関連を具体的に説明したものである。
　C社では「著作」の近くに「法律」，「音楽」，「写真」などの単語が配置された。これも，著作と権
利や著作物の関連を具体的に説明したものである。

4.4　「活用」について
　A 社では， 「活用」の近くに「知的」， 「財産」などの単語が配置された。これは「活用」と「知
的」，「財産」などが多く使われている「ウ」にある著作権や情報モラルに関連した単語が表出した
ものである。「エ」との関連よりも「ウ」との関連が強く見られた。
　B社では，「活用」の近くに「考える」，「影響」，「科学」などの単語が配置された。これは，活用
を情報に関する技術が社会に果している役割を理解し，その影響について判断することと結び付け
た単語の関連である。
　C社では，「活用」の近くに「仕事」，「評価」，「政府」，「全体」などの単語が配置された。これは
節電などを例に挙げながら，活用と社会との関わりを関連づけたものである。

4.5　まとめと考察
　自己組織化マップを用いた分析の結果，B社と C社の注目単語付近の単語の配置は「ウイルス」
以外では類似傾向にある。一方で，A社は「ディジタル」を除く３つの注目単語で，他の 2社とは
単語の配置が異なることが示された。
　教師が学習指導を行う際に，ある単語の周辺にどんな単語が配置されているかを把握することが
できれば，教科書を使用した学習計画の立案に役立つと考えられる。例えば，A社では，「活用」の
近くに「知的」，「財産」などの単語が配置され，著作権や情報モラルと関連させた指導には効果的
である。その一方で，「活用」と社会との関わりを関連づけた指導を行うときは，周辺には配置され
にくい単語も用いた指導を行うなどの工夫が必要になると考えられる。
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　今回注目しなかった単語でも，マップ周辺に配置されている単語を見ることでその単語に関連す
る内容を指導するために役立つと思われる。言い換えれば，周辺に単語が配置されていないものは，
他の単語との関連が低いことが予想されるため，教師がその単語に関わる内容を指導する時は，意
図的な関連付けが必要になると考えられる。

５．おわりに

　本研究では，平成 24年度用技術科教科書の「D情報に関する技術」（1） 指導事項「ア」，「イ」，
「ウ」，「エ」を調査対象とし，指導事項間や指導事項中の単語の関連を分析した。その結果，以下の
ことが明らかになった。
　単語の出現頻度を変数としたクラスター分析の結果， A社の指導事項では「ア」，「イ」，「ウ」の関
連が近く，「エ」で使用される単語の種類や出現頻度は，他と異なることが示された。
　B社では指導事項「ア」，「イ」，「エ」の関連が表出した。一方，「ウ」は他の指導事項と距離があ
ることから，著作権や情報モラルの内容で使用される単語の種類や出現頻度は，他と異なる単語構
成であると推察された。
　C社では指導事項「ウ」と「エ」は単語の種類や出現頻度が非常に類似しているが「ア」，「イ」と
は関連が低いことが示された。
　また，自己組織化マップを用いることで，注目単語（「ディジタル」，「著作」，「活用」，「ウイルス」）
の周辺に位置する単語を調査した。その結果，教科書会社ごとに単語の配置に特徴が見られた。
　「ディジタル」では，3社ともアナログとディジタルの違いを具体的に説明するための単語が近く
に配置される結果となった。
　「ウイルス」では， A社，B社がウイルスと感染防止に必要な単語を関連づけたのに対し，C社では，
ウイルスに感染した時の症状を示す単語との関連が見られた。
　「著作」では，A社で著作と著作物を使用する際の単語の関連が見られたのに対し，B社と C社
では，著作と発明品，権利などの著作権の関連を具体的に説明したものが見られた。
　「活用」では，A社で著作権や情報モラルに関連した単語が表出したのに対し，B社，C社では，
活用と社会との関わりを関連づけていた。
　なお，本研究では D（1）のみを分析対象とした。しかし，指導要領解説にも書かれているように
例えば，D（2）の内容と D（1）ウの内容を関連させて指導することが考えられるため，「D情報に
関する技術」全体を分析する必要がある。今後の課題として取り組んでいきたい。
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